
【事務事業シート（政策的経費）】
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見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

令和５年度のKPIの実績は大規模イベントの実施により目標を上回る成果が出ており、令和６年度以降は大規模イ

ベントのない通常運営となるが、現状を踏まえるとKPIの目標は達成できると考えられることから、令和６年度の

執行方法や令和７年度予算の見直しは想定していない。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

ー

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

ー

千円

決算額 5,000 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 5,000 千円
最終現計予

算額

実績値 回

達成率 150.00 ％ 達成率 ％ 達成率

回

実績値 75 回 実績値 回 実績値 回

回 目標値 50 回 目標値 50

時点･期間 R8年度

現状値 54 回

目標値 50 回 目標値 50

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R3年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

始期 昭和44年

終期

Ｋ  P  Ｉ

関係者との情報共有回数

KPI種別 維持すると良い指 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 改善

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

  今後は、人権問題研修講師紹介事業をはじめ、人権指導員派遣事業や人権啓発講座について、社会ニーズに合致

した講座テーマを積極的に取り入れるなど、令和6年度中に研修内容を充実させるとともに、積極的に広報を行う

ことで事業の周知を図り、目標達成を目指して参りたい。

当初 事　項 人権対策協議会補助金 予算主管課 人権対策課

事　業

概　要

部落差別をはじめとしたあらゆる人権問題の解決を図るため、県人権対策協議会に対し、運営

事業や地域に根差した活動事業等に要する経費を補助する。

決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

人権問題研修講師紹介事業、人権指導員派遣事業、人権啓発講座のうち、人権問題研修講師紹介事業については新型コロナウイルス感染症対策のため２年度から４年度の間、

一時中止やオンライン研修のみに制限しており、参加者数が減少していた。５年度からは対面研修を再開し、前年度の651人から3,156人の増加となったものの、コロナによ

る事業の中止等による影響がかなり大きく、目標値の達成には至らなかった。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 3,581 千円 決算額 千円 決算額 千円

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

コ　ス　ト

最終現計予

算額 4,746 千円
最終現計予

算額

達成率 ％ 達成率 ％

人 実績値 人

達成率 42.30 ％ 達成率 ％

12000 人

実績値 3807 人 実績値 人 実績値

10000 人 目標値 11000 人 目標値

R7年度 時点･期間 R8年度

現状値 1562 人

目標値 9000 人 目標値

R3年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間

Ｋ  P  Ｉ

人権問題研修の受講者数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間

当初 事　項 人権啓発センター運営事業費 予算主管課 人権対策課

事　業

概　要

人権啓発の拠点として、人権施策を総合的かつ効果的に推進するため、人権相談

や啓発・研修支援を実施する人権啓発センターを運営する。

始期 H15

終期

令和５年度　　事後評価シート
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見直し方向性 改善

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

令和５年度の目標達成率が想定よりも低調であったが、令和６年度から生活相談事業に関する周知を関係団体と連

携して実施するなど改善を図り、対象の新規掘り起しを行い、成果の向上に努める。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

コロナ禍の影響で直接生活相談等を行っていた人が相談しなくなったことなどにより、月当たりの相談件数が約30回が22回と減少

し、未達成となった。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 4,400 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 4,400 千円
最終現計予

算額

実績値 件

達成率 76.60 ％ 達成率 ％ 達成率

件

実績値 268 件 実績値 件 実績値 件

件 目標値 350 件 目標値 350

時点･期間 R8年度

現状値 357 件

目標値 350 件 目標値 350

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R3年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

始期 昭和44年

終期

Ｋ  P  Ｉ

愛媛県人権センター（白鳳会館内）への相談件数

KPI種別 維持すると良い指 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPIの実績は成果が出ており、６年度以降も講演会等のイベントを継続して実施することにより、KPIの

目標は達成できると考えているが、6年度は啓発テーマを変更し、県民の関心を引くことに努める。

当初 事　項 生活相談事業等委託料 予算主管課 人権対策課

事　業

概　要
県人権対策協議会に委託し、人権意識の啓発及び生活相談等を行う。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

ー

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

ー

千円

決算額 17,808 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 19,519 千円
最終現計予

算額

実績値 人

達成率 146.67 ％ 達成率 ％ 達成率

人

実績値 8800 人 実績値 人 実績値 人

人 目標値 7000 人 目標値 7500

時点･期間 R8年度

現状値 5300 人

目標値 6000 人 目標値 6500

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R3年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

始期 S46

終期

Ｋ  P  Ｉ

講演会等イベント参加者数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 人権尊重の社会づくり推進事業費 予算主管課 人権対策課

事　業

概　要

全ての人権が尊重される社会の実現を目指して、啓発イベント等の各種人権啓発活動を幅広く

展開するとともに、地域の実情に応じた人権啓発活動を市町に委託して実施し、人権意識の高

揚を図る。
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見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

　５年度のKPIの実績は想定を上回る成果が出ており、６年度以降も市町と連携して事業展開していくことによ

り、KPIの目標は達成すると考えているが、今後は、国のネット中傷対策に関する法改正等の動向も踏まえ、市町

や県民の理解を深める事業を実施することで、目標の達成を目指したい。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

―

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

―

千円

決算額 854 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 1,287 千円
最終現計予

算額

実績値 ％

達成率 120.00 ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 60 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 70 ％ 目標値 80

時点･期間 R8年度

現状値 40 ％

目標値 50 ％ 目標値 60

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

始期 R3

終期

Ｋ  P  Ｉ

ネットモニタリング実施市町数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPIの実績は一部隣保事業の再開により目標値を上回る成果が出ており、隣保事業の実施状況を踏まえる

と、６年度以降もKPIの目標は達成できると考えられることから、６年度の執行方法や７年度予算の見直しは想定

していない。

当初 事　項 ＳＮＳ等ネット中傷対策事業費 予算主管課 人権対策課

事　業

概　要

SNS等インターネット上の誹謗中傷等が深刻さを増す中、モニタリングのキーパーソンとなる

人材養成等に取り組み、地域主体でネットを監視し、被害者救済につながる体制づくりを推進

する。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

―

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

―

千円

決算額 188,417 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額
193,597 千円

最終現計予

算額

実績値 人

達成率 121.80 ％ 達成率 ％ 達成率

人

実績値 4872 人 実績値 人 実績値 人

人 目標値 5000 人 目標値 5500

時点･期間 R8年度

現状値 3088 人

目標値 4000 人 目標値 4500

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R3年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

始期 S44年

終期

Ｋ  P  Ｉ

市町が行う隣保事業への参加人数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 隣保事業等推進事業費 予算主管課 人権対策課

事　業

概　要

地域住民の福祉の向上や人権意識等の向上を図るため、隣保館の運営及び事業に要する経費を

市町に補助するとともに、市町に対する指導監督を通じて隣保館の適正な運営を推進する。
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見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

令和５年度のKPIの達成率は100％であり、現状の運用状況を踏まえると、令和６年度以降もKPIは目標達成すると

考えられることから、令和６年度の執行方法の見直しは想定していないが、令和７年度予算では今後の支給状況を

勘案しながら事業費の見直しを検討したい。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

―

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

―

千円

決算額 6,695 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 6,862 千円
最終現計予

算額

実績値 ％

達成率 100.00 ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 100 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 100 ％ 目標値 100

時点･期間 Ｒ8年度

現状値 — ％

目標値 100 ％ 目標値 100

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 — 時点･期間 Ｒ5年度 時点･期間 Ｒ6年度 時点･期間 Ｒ7年度

始期 R５

終期

Ｋ  P  Ｉ

支援金対象者の受給率

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 犯罪被害者等支援推進事業費 予算主管課 県民生活課

事　業

概　要

犯罪被害者等支援条例の制定を踏まえ、県民理解促進のための普及啓発、行政・福祉関係者等

への研修を行うとともに、被害者等の経済的支援を図るための支援金制度を創設する。


